




















































































































































Erie R.R. v. Tompkins, 304 U.S.64（1938）および Klaxon Co. v.
Stentor Elec.Mfg. Co., 313U.S. 487（1941）の判例に反することになる。
Klaxon 事件において、最高裁判所は、連邦裁判所の州籍相違事件につい
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	 法律問題判決（judgment as matter of law）
「法律問題判決」を考察するには、その前提としてアメリカ民事訴訟に
おける二種類の証明責任を区別して理解しなければならない()。一つは、
証拠提出責任（the burden of producing evidence）であり、もう一つは説











































































（） AmeriBar, Civil Procedure MBE Practice Questions（2015）.
（） 連邦裁判所の事件管轄については、椎橋邦雄「アメリカ民事訴訟法のしくみ─
（）」山梨学院大学法学論集77号（2016年）41頁以下参照。
（） 送達と通知に関する諸問題については、Joseph W. Glannon,The Glannon
Guide to Civil Procedure の章 Due Proccess and Common Sense: Notice and


















（11） 連邦民事訴訟規則が改正される前は、指示評決（指図評決 directed verdict）
と呼ばれていたものである。
（12） 民事訴訟規則の改正前は、評決無視判決（judgment notwithstanding the ver-
dict）と呼ばれていた。
（13） Mary Kay Kane, Civil Procedure in a Nutshell（7th ed.）241頁参照。
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